
 

（様式例第11） 

宇 都 発 事 第 １ １ ２ ２ ０ ０ １ 号 

令和４年１１月２２日 

 

 

 栃木県知事 福田 富一 殿 

 

 

住 所 栃木県宇都宮市下岡本町2160 

申請者            独立行政法人国立病院機構 

宇都宮病院 

                           氏 名 院長 杉山 公美弥 

 

 

国立病院機構宇都宮病院の地域医療支援病院の業務報告について 

 

 

標記について、医療法第12条の２の規定に基づき、令和３年度の業務に関して報告します。 

 

 

記 

 

 

１ 開設者の住所及び氏名 

住所 
〒１５２－８６２１ 

東京都目黒区東が丘２丁目５－２１ 

氏名 
 

独立行政法人 国立病院機構 

 （注）開設者が法人である場合は、「住所」欄には法人の主たる事務所の所在地を、「氏名」欄には

法人の名称を記入すること。 

 

２ 名称 

 

３ 所在の場所 

〒３２９－１１９３ 

栃木県宇都宮市下岡本町２１６０             電話（０２８）６７３－２１１１ 

  

４ 病床数 

精神病床 感染症病床 結核病床 療養病床 一般病床 合計 

床 床 ３０床 床 ３５０床 ３８０床 

 

独立行政法人国立病院機構 宇都宮病院 



 

 

５ 施設の構造設備 

施設名 設備概要 

集中治療室 

（主な設備） ・人工呼吸器・気管支ファイバースコープ・超音波診断装置 

病床数 ６床 ・パルスオキシメーター・心電計・除細動器・血圧監視装置 

・ベッドサイドモニターなど 

生理検査室 

（主な設備） ・解析機能付心電計・呼吸機能検査システム・オージオメーター 

・自動脳波測定装置・血圧脈波検査装置・長時間心電用データレ

コーダー・誘発電位筋電図検査装置・終夜睡眠ポリグラフ・超音

波診断装置・負荷心電図装置など 

細菌検査室 
（主な設備） ・全自動一般細菌検査システム・液体培地自動培養装置 

       ・血液培養装置・自動遺伝子解析装置など 

化学検査室 

（主な設備） ・全自動血液凝固測定システム・血液学検査装置・血液ガス分析

装置・全自動尿分析システム・自動生化学分析装置×３・自動免

疫測定装置・自動血糖測定装置・自動ヘモグロビンＡ１ｃ測定装

置・交差試験カセットディスペンサーなど 

病理解剖室 （主な設備） ・解剖台・死体貯蔵庫・台秤型天秤など 

研究室 （主な設備） ・机４台・椅子４脚・パソコン６台・プリンター４台など 

講義室 室数   ２室    収容定員  １３０人 

図書室 室数   １室    蔵所数  約５,０００冊程度 

救急用又は患者

搬送用自動車 

（主な設備） 

保有台数  １台 ・トヨタ アルファード（患者輸送用） 

医薬品情報管理室 
［専用室の場合］     床面積 １５.９３㎡ 

［共用室の場合］     治験待合室と共用 

(注) 主な設備は、主たる医療機器、研究用機器、教育用機器等を記入すること。 

 

 

 

 

 

 



 

 

（様式例第12）他の病院又は診療所から紹介された患者に対し医療を提供する体制が整備されている

ことを証する書類及び救急医療の提供実績 

 

１．地域医療支援病院紹介率及び地域医療支援病院逆紹介率 

(注) １ 「地域医療支援病院紹介率」欄は、ＡをＢで除した数に100を乗じて、小数点以下第１位ま

で記入すること。 

(注) ２ 「地域医療支援病院逆紹介率」欄は、ＣをＢで除した数に100を乗じて、小数点以下第１位

まで記入すること。 

(注) ３ それぞれの患者数については、前年度の延数を記入すること。 

 

地域医療支援病院 

紹介率 
63.7％ 

算定 

期間 

令和３年(2021年)４月１日 

～ 

令和４年(2022年)３月３１日 地域医療支援病院 

逆紹介率 
96.6％ 

算出 

根拠 

Ａ：紹介患者の数 ２，１３４ 人 

Ｂ：初診患者の数 ３，３５０ 人 

Ｃ：逆紹介患者の数 ３，２３６ 人 



 

（様式例第 13） 救急医療を提供する能力を有することを証する書類 

 

１ 重症救急患者の受入れに対応できる医療従事者の確保状況 

№ 職種 氏   名 勤務の態様 勤務時間 備考 

   
常勤   専従 

非常勤  非専従 
  

   
常勤   専従 

非常勤  非専従 
  

   
常勤   専従 

非常勤  非専従 
  

   
常勤   専従 

非常勤  非専従 
  

   
常勤   専従 

非常勤  非専従 
  

   
常勤   専従 

非常勤  非専従 
  

   
常勤   専従 

非常勤  非専従 
  

   
常勤   専従 

非常勤  非専従 
  

   
常勤   専従 

非常勤  非専従 
  

   
常勤   専従 

非常勤  非専従 
  

   
常勤   専従 

非常勤  非専従 
  

   
常勤   専従 

非常勤  非専従 
  

   
常勤   専従 

非常勤  非専従 
  

   
常勤   専従 

非常勤  非専従 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２ 重症救急患者のための病床の確保状況 

優先的に使用できる病床 ３床 

専用病床 ３床 

(注) 一般病床以外の病床を含む場合は、病床区分ごとに記載すること。 

 

３ 重症救急患者に必要な検査、治療を行うために必要な診療施設の概要 

施 設 名 床 面 積 設  備  概  要 24時間使用の可否 

外来管理治療棟、 

急患室、 

中央処置室、 

点滴室 

１１２.２１㎡ 

・ベッド・心電計・ＡＥＤ・監視モ

ニター・血圧計・ＳＰＯ２測定器・

シャーカステン・無影灯・輸液準備

処置台・救急カートなど 

可 

細菌検査室 ４４.３４㎡ 

・全自動一般細菌検査システム・液

体培地自動培養装置・血液培養装

置・自動遺伝子解析装置 

可 

検体検査室、 

生理検査室 
１２２.９３㎡ 

全自動血液凝固測定システム・血液

学検査装置・血液ガス分析装置・全

自動尿分析システム・自動生化学分

析装置×３・自動免疫測定装置・自

動血糖測定装置・自動グリコヘモグ

ロビンＡ１ｃ測定装置・交差試験カ

セットディスペンサー・解析機能付

心電計・呼吸機能検査システム・オ

ージオメーター・自動脳波測定装

置・血圧脈波検査装置・長時間心電

用データレコーダー・誘発電位筋電

図検査装置・終夜睡眠ポリグラフ・

超音波診断装置・負荷心電図装置 

可 

 

４ 備考 

救急告示病院（平成１９年２月１日指定） 

(注) 特定の診療科において、重症救急患者の受入体制を確保する場合には、その旨を記載すること。 

   既に、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第８号）に基づき都道府県知事の救急病院

の認定を受けている病院、救急医療対策の設備事業について（昭和52年７月６日付け医発第692

号厚生省医務局長通知）に基づき救急医療を実施している病院にあっては、その旨を記載するこ

と。 

 

 

 

 

 



 

 

５ 救急医療の提供の実績 

救急用又は患者輸送自動車により搬入した

救急患者の数 

１，１０５人  

（ ６００人） 

上記以外の救急患者の数 
１，３１８人  

（ ３３２人） 

合計 
２，４２３人  

（ ９３２人） 

（注）それぞれの患者数については、前年度の延べ数を記入すること。 

 括弧内には、それぞれの患者数のうち入院を要した患者数を記載すること。 

 

６ 救急用又は患者輸送用自動車 

 

救急用又は患者輸送用自動車 

 

 

１台 



 

 

（様式例第14）地域医療従事者による診療、研究又は研修のための利用（共同利用）のための体制が

整備されていることを証する書類 

 

１ 共同利用の実績 

・ＭＲＩ検査                  １６件 

・ＣＴ検査                   ９１件 

・内視鏡検査                  ２１件 

・骨密度検査                  ３３件 

・共同利用病床                  ０件 

 

・共同利用を行った医療機関数          １４件 

・共同利用を行った医療機関数延べ数      １６９件 

・うち開設者と直接関係のない医療機関の延べ数 １６９件 

・共同利用に係る病床利用率             ０％ 

(注) 前年度において共同利用を行った実績がある場合において、当該前年度の共同利用を行った医

療機関の延べ数、これらの医療機関のうち開設者と直接関係のない医療機関の延べ数、共同利用

に係る病床の病床利用率を明記すること。 

 

２ 共同利用の範囲等 

・磁気共鳴コンピューター断層撮影室（ＭＲＩ撮影） 

・コンピューター断層撮影室（ＣＴ撮影） 

・内視鏡検査室 

・骨密度測定装置 

・共同利用病床（５床） 

 

(注) 当該病院の建物の全部若しくは一部、設備、器械又は器具のうち、共同利用の対象とする予定

のものを明記すること。 

 

３ 共同利用の体制 

 ア 共同利用に関する規定の有無 有・無 

 イ 利用医師等登録制度の担当者 氏 名： 

                 職 種：地域医療連携部長 

(注) 共同利用に関する規定が有る場合には、当該規定の写しを添付すること。 

 

４ 登録医療機関の名簿 

医療機関名 開 設 者 名 住   所 主たる診療科名 
地域医療支援病院開設者との経営

上の関係   

別紙①のとおり     

注 当該病院と同一の２次医療圏に所在する医療機関のみ記入すること。 

 

 

常時共同利用可能な病床数 ５床 

 



 

 

（様式例第 15）地域医療従事者の資質の向上を図るための研修を行わせる能力を有することの証明 

 

１ 研修の内容 

別紙② 地域の医療従事者に対する研修会一覧  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 研修の実績 

（１）地域の医療従事者への実施回数 ６ 回 

（２）（１）の合計研修者数  １１１ 人 

(注) １ 研修には、当該病院以外の地域の医療従事者が含まれるものを記入すること。 

（注）２ （２）には、前年度の研修生の実数を記入すること。 

 

３ 研修の体制 

 ア 研修プログラムの有無 有・無 

 イ 研修委員会設置の有無 有・無 

 ウ 研修指導者 

 

研修指導者氏名 職  種 診療科 役 職 等 臨床経験数 特 記 事 項 

 医 師 整形外科 整形外科部長 ３０年 
整形外科領域に 

おける症例検討会 

      

      

      

(注) 教育責任者については、特記事項欄にその旨を記載すること。 

 

 

 



 

 

４ 研修実施のための施設及び設備の概要 

施  設  名 床 面 積 設   備   概   要 

第一会議室 １４７.０８㎡ 
・プロジェクター・音響設備・机１８台 

・椅子１００脚 

第二会議室 ６０.７７㎡ 
・プロジェクター・簡易スクリーン 

・簡易マイク・机１０台・椅子３０脚 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（様式例第16） 診療並びに病院の管理及び運営に関する諸記録の管理方法 

 

管理責任者氏名 事務部長 

管理担当者氏名 専門職、庶務班長 

 

 区      分 保管場所 分  類  方  法 

診療に関する諸記録 

 病院日誌、各科診療日誌、処方せん､手

術記録、看護記録、検査所見記録､エック

ス線写真、紹介状、退院した患者に係る入

院期間中の診療経過の要約 

・病院日誌 

管理課にて保管 

・診療録等 

 電子カルテサー

バーにて記録 

・病院日誌、年度により分類 

・診療録等 

 入院診療録（患者番号順） 

 外来診療録（患者番号順） 

にて分類 

病院の管

理及び運

営に関す

る諸記録 

共同利用の実績 地域医療連携室  

救急医療の提供の実績 企画課医事係  

地域の医療従事者の資質の向上

を図るための研修の実績 
管理課  

閲覧実績 管理課・企画課専門職  

紹介患者に対する医療提供及び

他の病院又は診療所に対する患

者紹介の実績の数を明らかにす

る帳簿 

地域医療連携室  

(注) 「診療に関する諸記録」欄には、個々の記録について記入する必要はなく、全体としての管理

方法の概略を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（様式例第17） 診療並びに病院の管理及び運営に関する諸記録の閲覧方法に関する書類 

 

閲覧責任者氏名 事務部長 

閲覧担当者氏名 専門職、庶務班長 

閲覧の求めに応じる場所 企画課医事係、管理課 

閲覧の手続の概要 

 書面による申請 

  

 

前年度の総閲覧件数 ０件 

閲 覧 者 別 

医師 ０件 

歯科医師 ０件 

地方公共団体 ０件 

その他 ０件 

 

 

 



 

 

（様式例第18）  委員会の開催の実績 

 

(注) 委員会の開催回数及び議論の概要については、前年度のものを記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員会の開催回数 

 

 

２回 

 

 

委員会における議論の概要 

 

 

別紙③のとおり書面にて開催 特に意見なし 



 

 

（様式例第19）  患者相談の実績 

 

 

患者相談を行う場所 

 

 

地域連携相談窓口・医療相談室・ 

各病棟カンファレンスルーム 

主として患者相談を行った者 

（複数回答可） 

 

医療社会事業専門員 

 

患者相談件数 

 

医療相談           ２，６５３件 

がん医療相談           ２２８件 

合 計             ２，８８１件 

  

患者相談の概要 

 

別紙④⑤⑥のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 患者相談の概要については、相談内容を適切に分類し記載するとともに、相談に基づき講

じた対策等があれば併せて記載すること。また、個人が同定されないよう配慮すること。 



 

 

(様式第 20) 

その他の地域医療支援病院に求められる取組みに関する書類（任意） 

 

  

１  病院の機能に関する第三者による評価 

① 病院の機能に関する第三者による評価の有無 有・無 

  

 

 

 

(注)医療機能に関する第三者による評価については、日本医療機能評価機構等による評価があるこ

と。 

 

 

２  果たしている役割に関する情報発信 

①    果たしている役割に関する情報発信の有無 有・無 

 ・情報発信の方法、内容等の概要 

広報誌「わかあゆ」及びホームページにて情報発信している。 

 地域医療支援病院、栃木県がん治療中核病院など地域での役割について発信している。 

  

 

 

３  退院調整部門 

①  退院調整部門の有無 有・無 

 ・退院調整部門の概要 

退院調整看護師長１名、退院調整看護師６名、ＭＳＷ７名にて、毎週月・水・金曜日に病棟退

院調整担当ＮＳ薬剤師など多職種を混じえ、退院支援カンファレンスを行っている。 

個別のケースについては、ほぼ毎日退院支援カンファレンスを行っている。 

（参考）令和３年度退院調整総数（別紙⑥）８０４件 

 

 

 

４  地域連携を促進するための取組み 

①  地域連携クリティカルパスの策定 有・無 

  

  

  

 

 

 

 


